
PHR協会 IHMS委員会議事録（案）
日時：2018年6月20日（火)15時～17時　場所：日立製作所品川会議室　＋　Web会議
出席者：　篠田(代理：天野)、鈴木、藤井田、佐藤、、森口記
Web側：、細羽、大林、毛利　（順不同・敬称略）
１． 議事（以下、鈴木司会）
（1） 5月30日の議事録案を確認した（全員）。
変更なし。
（2） 日医総研の標準化に関する動向についての議論：
a. 毛利：日医総研等の現状を確認。最近、日医総研より3件のＣＳＶデータの提出（詳しい資料も求められた）。異なるフォーマットのＣＳＶデータを提出した。
b. 森口：16日のＩＨＥ協会での講演会で、福田崇典全衛連副会長が講演。詳しい話は出なかったが、森口が個別に質問。まもなく、日医からのアクションが行われるとの話を聴いた。
c. 森口：ＨＬ７のフォーマットで、学童・乳幼児健診結果の収集を行っている。次世代医療基盤法のからみと思われる。しかし、その場合、厚生労働省が2020年を目標としている国民の健康情報収集の部分は、図の白い範囲にすぎない。
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d. 鈴木：国が保有している国民御健康情報はその部分しかない。
（3） 「健康管理連携の標準化レポート」（大林案）をまとめる方向性確認（下記以外は細羽が中心）
現状のレポートに、大林が提供のCSV→CDA変換ツールの使い勝手・課題の記述を追加する。
ａ．森口：大林の協力で、実際にＣＳＶからＣＤＡへの変換を実施してみた結果のまとめをいただいた。細羽の方で、現在、とりまとめ中である。
ｂ．細羽：織田分のデータについて、まだ、コメントをいただいていないし、また、毛利コメントへの大林からのコメントもないので、待っている。
注：ａ．織田分のデータについて：
　　　　　　項目名が毛利・村山分と異なっているので対応が不明
判定コード等の意味が（仕様書がないため）不明
要は、項目名の意味や判定コード等の仕様書がないため対応付けが困難。
ｂ．大林提案の仕様に関して、ＭＦＥＲとの対比を佐藤がコメントした結果についてＭＦＥＲのＣＤＡについて、大林2017．8.24提出の「CDA変換サービス補足仕様（画像波形データ仕様）」　資料のP.3～5を再確認し、実装が必要となった時点で整理する。
【異なっている点】については、大林ツールを適切に修正する。
【疑問に思った点】については、佐藤指摘の通り、統一する。

ｃ．（参考）浅井より、ストレスチェックについては、厚生労働省推奨標準が初めから指定されており、今から、項目名や判定コード等の標準化に関する議論はあり得ない。
(4)資料として、下記を会議の参考に提示した。
　資料1：6月16日に行われたＩＨＥ協会講演会での安藤裕先生の講演資料
　資料2：筑西市での西部メデイカルセンター（2018年10月開院予定
（筑西市の梶井英治医療監は、当センターの院長に就任予定：先日、藤井田・森口が訪問）

(5)ＰＨＲの今後の方向性を検討するにあたり、「そもそも（ＰＨＲ協会が検討対象とする）ＰＨＲとは？」を書面にしたい。以下は、事務局の検討状況。24日にはＰＨＲ協会の理事会でも、進め方を検討する。
　　ａ．森口：前回までに、鉄道製品の製品認証のベースでＰＨＲの製品認証システムを考えた。
　　　　　　下図、PHR製品認証システムの構成（１）の部分及び、PHR製品認証システムの構成（２）の「10. サーベイランス等」の部分については、ＰＨＲ協会で行うことが適切であると考えるが、それ以外の部分については、ベンダーの全面的な協力が必要で、市場が明らかになるまでは、難しい。
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　　ｂ．鈴木：おおむね理解したが、どこまでをＰＨＲ協会が検討するかきちんと定めたい。
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　　ｃ．森口：そもそも、ＰＨＲ協会は体力もないため、製品システム認証・マネジメントシステム認証についての実践は体力的にも技術的にも困難である。高取氏からは、「PHR活用の業務のプロトコル」の検討を行うことを優先すべきとのアドバイスをいただいた。
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ｄ．森口：現状、「What is PHR？」は協会の「PHRの定義」である程度定まっているが「PHRをHowどのように、Whyどうして　活用するか？」が明確でない。そういう意味の定義の議論をしなければならない。それを、「ＰＨＲのプロトコル」であると理解している。
ｅ．前回、全員で議論した内容を、事務局として下記に取りまとめた。
　　　　若干の修正の後、下記を結論とした。

ｆ．全員で議論
　　ＰＨＲがそのようなものであるならば、そのＰＨＲをマネジメントする、コンシェルジェのような役割が必要と思われる。
・介護分野で言う、ケアマネのようなもの？
・少し違う気がするが、次回以降に議論することとする。

　　　

次回は、2018年 7月23日(付き) 16:00～18:00　
（https://www.relo-kaigi.jp/thespace/room/iidabashi/）
―以上―
事務局は、ＰＨＲの類型として、既にiPHR（産業保健PHR）について、ある程度の内容は案を書けたが、mPHR（医療分野PHR）、dPHR（匿名化医学研究・医療経済的・戦略構築的分析用PHR）については、活発な議論がなされた。


　　論点1：医療機関内（ＥＭＲ）・医療機関間（ＥＨＲ）で発生し、その機関内でのみ利活用される個人医療情報は、ＰＨＲと呼ばない。ＰＨＲとは「個人管理で個人のために利活用するための個人健康情報である。」この中には、ＩｏＴや血圧などのように、個人が個人のために収集する（やや、信頼性が低い）情報もＰＨＲに分類されている。との意見が多かった。


　　論点2：匿名加工情報について、政府はこれを次世代医療基盤法のアウトプットとしてＰＨＲと呼ぶのでは？という意見があったが、、これを協会としてのＰＨＲに含めるかどうかは意見が分かれた。


　　論点3ＪＡＨＩＳでの「国の考えるＰＨＲは何か？」との議論では、


保険組合で収集されるレセプトデータと特定健診・特定指導である。


（その場合は、高確法の範囲となり、主体は都道府県で、74歳まで？）


医用画像や波形情報は検討外


乳児・学童のみで、産業保健分野の情報は民間のデータのため、検討外


と考えられている。


　・結論：個人から医療機関・健診機関等を経て、もしくは、ＩｏＴなどにより直接取得された個人健康情報を、（病院・企業内で労働安全衛法等）機関のためのみでなく、個人の意識で活用するものを、ＰＨＲと呼ぶこととする。












